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　マイナンバー制度は、行政の効率化や国民の利便性
を高め、公平・公正な社会を実現する社会基盤づくり
のために必要な国策として実施されている。しかし、
本市におけるカードの登録率は15％程度であり、いま
だ市民に認知されているとは言い難い状況が続いてい
る。このため、登録率上昇のための対策について、ど
のような見解なのか尋ねる。

山口　弘宣 議員

マイナンバーカードの
登録の必要性

答 　マイナンバーカードの普及策については、
カード申請時に必要となる顔写真の無料撮

影サービスをこれまでに３回実施し、好評であっ
たため、今後も引き続き計画したい。また、市
ホームページには、スマートフォンなどによる申
請方法を掲載しているほか、ケーブルテレビで番
組を放映していただくなど普及活動に努めてきた。
平成30年度は、本腰を入れて、さらなる普及活動
に努めたい。

行財政・一般

　自衛隊三部隊の隊員数と本市への経済波及効果はど
のくらいか。また、竹松駐屯地のホーク部隊の一部が
移転するとの話を聞くが、仮に移転となった場合、本
市の経済や財政に及ぼす影響はどのくらいか。市にお
いては、積極的な情報収集に努め、迅速に対応してほ
しい。

村上　秀明 議員

陸上自衛隊竹松駐屯地

答 　自衛隊による経済波及効果は、詳細な
データはないが、以前の新聞記事や他の基

地の効果額からすると、年間300億円から400億
円程度になると思われる。また、移転した場合の
影響については、減員規模によっては、大きな経
済的影響を受けると思っている。部隊再編等の正
確な情報をしっかり収集することはもちろんだが、
隊員の減少は市民の減少となるため、そのような
ことにならないよう要望を続けたい。

行財政・一般

　地方創生ジェネラルマネージャー（以下「ＧＭ」と
いう）の２年間の活動実績をどのように評価している
のか。また、平成30年度当初予算には、ＧＭの報酬と
して840万円が計上されていることから、３年目も契
約継続の意向であるが、どのような役割を担わせるの
か。議会、市民には、ＧＭの活動が見えにくいので、
見えるようにしてほしい。

村崎　浩史 議員

地方創生ＧＭの活動実績
への評価と今後は？

答 　地方創生ＧＭの大きな役割は、職員に不
足しているスキルや人脈等を補完すること

であり、これまでの２年間で市のプロモーション
の質が変化したと評価している。ＧＭの豊富な経
験を生かした助言等で職員も学んできた。
　平成30年度は、移住施策の効果的なプロモー
ション展開など、シティプロモーションの推進に
注力してもらう。

行財政・一般

　新庁舎建設について、平成30年５月までに基本計画
を策定し、９月にはプロポーザル方式により基本設計、
実施設計の業者を選定するにもかかわらず、平成30年
度施政方針において、全く触れなかったのはなぜなの
か。また、駐車場については、現庁舎跡地に来庁者用
として225台確保する予定であるが、機能集約化によ
り職員駐車場は現在より100台増の600台が必要にな
ると思われるが、どのように考えているのか。

村上　信行 議員

新庁舎建設

答 　施政方針に新庁舎建設の件を記載しな
かったことについては、私市長の責任であ

り、記載すべきだったと考えている。また、駐車
場については、働く職員のことは大切であるが、
来庁者用の駐車場の確保、整備を優先すべきであ
る。職員用の駐車場については、限られたスペー
スの中、どのように確保できるのか、全体的に検
討したい。

行財政・一般
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　２月４日に投開票された県知事及び県議会議員補欠
選挙は、県下のほとんどの自治体の投票率が悪かった
にもかかわらず、本市は大変良かった。しかし、速報
が遅れたことにより、市民からたくさんの苦情がケー
ブルテレビに寄せられた。今後、発表時刻の厳守や発
表回数を増やすことはできないか。

大崎　敏明 議員

選挙速報のやり方

答 　今回の選挙の速報に遅れが生じた原因は、
開票作業に遅れが生じたためである。次回

の選挙からは、観覧される市民の方などにもわか
りやすいよう、場内掲示回数を増やすなどの改善
に努めたい。

行財政・一般

　全国的に投票率のアップを目指す取り組みが進む中、
本市でも期日前投票所の増設等が行われてきた。投票
日当日の悪天候が予測されるなどの理由により、利用
者も年々増加している。県下では、昨年10月に平戸市
で移動式期日前投票所が開設された。本市においても、
今後の動向を見守り、導入に向け検討する考えはない
のか尋ねる。

田中　博文 議員

投票率ＵＰと交通弱者の
ための移動式投票所

答  平戸市では、当日投票所の統廃合を実施
した投票所について移動投票所とした経緯

がある。大村市は、市内30カ所に投票所を設けて
おり、山間部も網羅している。また、投票所を統
廃合する予定もない。よって、移動投票所につい
ては、今後、市全体で投票所を統廃合する議論が
出たときには、検討する必要があると思うが、現
時点での検討は時期尚早である。

行財政・一般

　ボートレース事業の利益は、こども夢基金に積み立
てられ、保育料第２子無料化などの子育て支援策に活
用されてきたが、同基金の廃止を本定例会に提案して
いる。これまで、同事業の利益は、基本的に子育て・
教育に関するハード整備に充てるべきだと私は主張し
てきたが、今後の活用方法を市長は明確にするべきで
ある。

村崎　浩史 議員

ボート事業の利益は
何に使うのかを明確に！

答  ボートレース事業の利益については、地
域振興基金及び減債基金に積み立て、新幹

線や図書館など今後の大型建設事業の財源とする。
子育て施設等に特化したハード整備の財源とはし
ない。今後は、両基金及び
国の有利な財源を活用し、
総合的にバランスのとれた
財政運営を行いたい。

行財政・一般

　本市には、現在45の審議会や委員会等があり、その
数は年々増えている。委員の任命については、各担当
課が団体等へ推薦依頼をされていると思うが、同じ人
が多数の審議会の委員に任命され、負担がかかり過ぎ
ている状況は問題ではないか。他市を参考に、審議会
等の設置や委員の選任に関する基本方針や要綱を定め
てはどうか。

伊川　京子 議員

審議会等の委員の任命

答 　一人の方が、多くの審議会等の委員にな
られているという現状は把握しており、負

担をかけていることは課題だと思っている。市と
しても、審議会等を活用
して、よりよい政策を行
いたいと思っているため、
議員の提案についても
しっかり検討して前に進
めたい。

行財政・一般


